





増 田 英 敏（専修大学法学部教授）
　増田英敏編著『租税憲法学の展開』（成文堂，
2018年１月）が昨年（2018年）１月に刊行された。
本書は筆者の編著であり，専修大学増田研究室出
身の研究者，税理士との共著による租税法の本格
的な学術書である。1000ページにも及ぶ大部の研
究書でもある。その内容は以下の目次のとおり租
税実体法と租税手続法を網羅している。
　執筆者達は，拙著『租税憲法学』（成文堂，2002年
刊）を租税法研究の最初の基本書として学び，そ
の後，多くの学術論文を渉猟し修士論文を完成さ
せた専修大学大学院修了者である。
　以下の目次を俯瞰すると，租税法の論点を網羅
していることを確認できる。それぞれの論文が租税公平主義と租税法律主義の両基本
原則の視点から，租税法の論点について真摯に向き合い，研究を掘り下げ，結論を導
出しており，きわめて水準の高いものとなっており，すでに学界においても高く評価
されている。
　以下では，本書の「はしがき」，「目次」，「租税憲法学の意義」，そして，「書評」を紹
介させていただき，自著紹介とさせていただく。
はしがき
　本書は，専修大学大学院増田研究室出身の研究者及び税理士の研究成果を一冊の学
術書としてまとめたものである。
　彼らは，拙著『租税憲法学』をとおして租税法律主義と租税公平主義の視点から租
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税法の解釈・適用の在り方を研究することの重要性を認識し，大学院修了後も学界や
実務界で真摯に租税法研究に取り組んでいる。
　ところで，『租税憲法学』の「はしがき」では，租税憲法学の意義を以下のように述
べている。
　すなわち，「租税法を研究対象とする学問である租税法学の目的は，租税正義を実質
的に担保する理論を提供することにある。正義は，日本国憲法の価値秩序によって実
体化され，租税正義は本質的に租税平等主義と租税法律主義によって実現される（木
村弘之亮『租税法学』62頁以下（税務経理協会，平成11年））。
　本書は，日本国憲法の価値秩序の内容を構成する諸原則のうち，租税法を支配・統
制する租税平等主義と租税法律主義の射程距離を明らかにすることによって，租税正
義を保障する理論を提供することを目的とする。換言すると，前者の租税平等主義が
憲法14条を法的根拠とし，後者の租税法律主義が憲法30条及び84条を法的根拠とする
ところから，これらの憲法規定の意味内容と，その効力範囲を検証し，解明していく
ことが本書のコンセプトともいえる。
　この本書のコンセプトは，「本書の書名である『租税憲法学』に象徴されているとい
えよう。租税法の全体系を支配する憲法上の価値規範の射程距離を明らかにする作業
は，裁判規範である租税法の立法・解釈・適用のすべての過程を統制する憲法規定（14
条，30条，84条）の効力範囲を確定する，いわゆる憲法解釈の作業であるともいえるか
らである。」と述べている。
　租税正義にかなう租税法の正しい解釈・適用の在り方は，最終的には租税法の基本
原則であるとともに，憲法原理である租税公平主義と租税法律主義の支配のもとにお
かれているのであるから，両基本原則に適合していることを求められている。
　近年の租税訴訟の注目裁判例においても，裁判官は最終的には租税法律主義の視点
もしくは租税公平主義の視点に立脚して判断を下している。
　本書に所収されたいずれの論文も，租税法の基本原則の視点から租税法の解釈・適
用の基本問題に検討を加えているという点で，『租税憲法学の展開』という書名にふさ
わしい学術書として本書は体系化が図られている。
　本書により，租税法学の最も重要な基本問題ともいえる租税法の解釈・適用をめぐ
る租税法律主義と租税公平主義の相克と調整の問題について研究することは，租税法
をより深く理解し，租税正義の実現ための租税法学を展開するうえで極めて有益であ
る。……（以下略）
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本書の序章
　本書の序章で筆者は，租税憲法学の意義と重要性について以下のとおり述べた。
　租税法における憲法秩序の維持が租税正義の実現に不可欠である。そして，『租税
憲法学は租税正義の実現に寄与する』のである。
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　本書における『租税憲法学』とは租税法における憲法原理である『租税公平主義』と
『租税法律主義』の二つの基本原則の視点から，租税法の立法はもちろん，解釈・適用
のすべてについて批判的に検証し，その在り方を明らかにしていく学問研究を意味す
る。とりわけ，実際の租税裁判例を，この二つの基本原則の視点から批判的検討を加
え，評価していくことが租税憲法学の主たる研究課題といえよう。
　租税公平主義にかなった租税法の存在は，租税正義実現の前提とされる。そして，
その租税法の解釈・適用が租税法律主義の支配のもとにおかれることにより租税正義
は実現していると評価しうる。
　憲法14条を法的根拠とする租税公平主義と憲法84条を法的根拠とする租税法律主義
は，租税法の立法・解釈・適用のすべてを統制する基本原理とされる。両者は相互に
密接な関係性を有し，前者が主として税負担の配分方法に関する原則であるのに対し，
後者は課税権の行使方法に対する原則と説明される1） 。
　租税公平主義は立法原理として租税法の立法過程を統制し，そして，租税法律主義
は執行原理として租税法の解釈・適用過程を統制する原理として位置づけることがで
きよう2） 。両基本原則は相互に有機的な関係を維持しつつ租税正義の実現を図る。
　換言すると，租税法の立法と解釈・適用のすべての過程において，租税公平主義と
租税法律主義の二つの憲法原理が尊重されることにより租税正義は実現されるという
ことができよう。
　ところで，有機的に機能し租税正義の実現の図る存在である両基本原則は租税法の
解釈適用の段階において相克関係にあることが指摘され，この両者の相克関係をいか
に調整するかが租税法学の重要な研究テーマの一つともされてきた 3） 。課税の公平の
確保（租税公平主義）を根拠に主張を展開する課税庁と，租税法律主義を根拠とする納
税者の主張が鋭く対立する。この両者の対立は租税訴訟として表面化する。最近注目
1 ） 金子宏『租税法【第22版】』73頁（弘文堂，2017年）。
2 ） 増田英敏『リーガルマインド租税法【第４版】』17頁以下（成文堂，2013年）。
3 ） 故松沢智教授は「租税法をめぐる理論的問題は，要するに租税法律主義と租税公平負担の原則とを如何
に調整するかの問題に尽きる。特に，租税実体法は，課税要件を直接に規定した法規であるから，租税法律
主義を背景にする納税者の財産権の保護の主張と，租税公平負担の原則を基礎とする課税行政庁の財政収
入の確保の主張とが鋭く対立する。それは，租税法の解釈・適用について，法的視角から捉えようとする
立場と，経済的視角から論じようとする立場との相剋となって表われてくる。一体，租税法，特に租税実体
法はどのような基準を以って解釈・適用すべきなのか。そもそも租税実体法は，一体誰のためにあるのか。
租税法律主義と租税公平負担の原則とが対立した問題については，どのようにして理論的解決をしたらよ
いのか。」（松沢智『租税実体法【補正第２版】』３頁（中央経済社2003年））として問題提起を試みられた。
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された最高裁判決はいずれも，国と納税者の主張の根底には両基本原則の対立関係を
見出すことができる。
　筆者は，すでにこの問題について，租税公平主義はそもそも立法原則であるから租
税法の解釈・適用段階では租税法律主義が租税公平主義に優先する，という租税法律
主義優位説の立場を明らかにした 4） 。
　ところで，贈与時点における住所が国内に所在したか否かが争点とされた武富士事
件は，住所概念 5） に贈与税の租税回避を阻止するため居住意思という主観的要素を取
り込むことができるとする国側の主張（租税公平主義を尊重する立場）と租税法律関係
の予測可能性の確保を重視する観点から借用元の概念をそのまま用いるべきであると
する原告（租税法律主義に立脚する立場）の主張が鋭く対立した事案であり，また，1000
億円を超える贈与税回避が許容されるのか否かという点でも大きな注目を集めた。同
事件も租税公平主義と租税法律主義の相克の問題が顕在化した事例と位置づけること
ができよう。
　この武富士事件において原告側の主張を補強する有力な鑑定意見書 6） が憲法学者の
戸松秀典教授から東京地方裁判所に提出された。同意見書は，以下で詳述するが，租
税法律主義が租税法における憲法秩序を維持する要であること，そして，租税法律主
義の内容の一つとされる不利益な租税立法の遡及適用禁止原則に国側の主張は違反し，
違憲無効であることの二点を明確に指摘されている。
　本稿は，同意見書に触発されて，租税法律主義が憲法秩序の維持の要諦であり，厳
格に適用されるべきであるという立場から，最近の注目最高裁判決の検証し，評価す
ることを目的とする。
　本稿では，注目を集めた二つの最高裁判決を検証することにする。以下では，まず，
検討の前提として戸松意見書を引用しながら租税法律主義が憲法秩序の維持の要諦で
あることを確認する。そのうえで，譲渡損失の損益通算廃止（不利益立法）する法改正
4 ） 増田英敏「租税法律主義と租税公平主義の衝突」『税法学』566号347頁以下（2012年）。
5 ） 住所については実定租税法規は定義規定を用意していないところから，民法からの借用概念であるとさ
れ，この借用概念の解釈をめぐっては，学界においても見解が分かれる。租税法律主義の要請を重視した
うえで，借用元の解釈をそのまま用いるべきとする説が通説の地位を占める。
6 ） この鑑定意見書は，いわゆる武富士事件において，東京地方裁判所に提出されたものであり，同意見書
は平成24年４月20日に租税訴訟学会主催・東京弁護士会共催で開催された「憲法判例を中心とする租税訴
訟に関する講演会」における戸松教授の講演の際に配布された資料により公開されたものである。
　　本稿では，以下「戸松意見書」として表記し，表記頁は同学会の配布資料の該当頁として引用する。
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を遡及して適用することが租税法律主義に反するか否かが争点とされた事件（以下で
は，「損益通算廃止遡及立法事件」という）の最高裁判決と武富士事件最高裁判決の二つ
の注目最高裁判決を検討の対象とする。
租税法における二つの憲法原理─租税公平主義と租税法律主義
　「租税法ほど頻繁に改正が行われる法規も少ないであろう。抜本的な税制改革の必
要性がさけばれ，また毎年のように税制改正が行われる。変転著しい租税法こそ，憲
法上の基本原則の基に体系化されていることを税制改正に際しては常に念頭におかな
ければならない。そうでなければ，租税法は，場当たり的な，単に税収確保を目的と
した道具に堕し，それは国民から支持をえないばかりか，租税法が法秩序の一部分で
あることをも保障しえなくなる。
　租税法は法律であるゆえに憲法の統制下におかれる7） 。したがって，租税法規を改廃
していく場合に最も尊重されるべきは，関連する憲法規定であることは当然ともいえる。
　また，租税法全体を支配する基本原則とされる租税公平主義と租税法律主義はいず
れも憲法規定を法的根拠としているゆえに，実質的に両者は租税法規に法的な統制を
加えているといえる。改廃が著しい租税法規が妥当なものと評価されるためには，す
くなくとも，両基本原則の要請をクリアしていなくてはならない。
　租税公平主義は，租税法規の立案および改廃過程において最も尊重されるべき法的
な価値である。税負担の公平を阻害する租税法規は，租税公平主義が憲法14条の「法
の下の平等」規定を法的根拠にしているところから，憲法14条違反であるとして，違
憲無効となる。同様に租税法律主義も憲法84条を法的根拠にしているゆえに，同原則
に違反する租税法規は違憲となる。
　国民の財産権に直接的に影響する租税法が公正・妥当なものとして国民に受け入れ
られるためには，租税公平主義と租税法律主義の要請にかなうものでなくてはならな
いと考える。両基本原則を尊重した租税法は，憲法上の基本的価値 8） に矛盾しないも
のと評価され，憲法の価値秩序の維持にかなう，すなわち租税正義にかなった法とし
て評価することができる。
　ところで，憲法はその規定の実効性を確保するための罰則規定を用意していない。ゆ
えに憲法規定の実効性を確保するためにさまざまな装置を憲法体系の中に用意してい
7 ） 木村弘之亮『租税法総則』39頁以下（成文堂，平成10年）参照。
8 ） 木村弘之亮『租税法学』15頁以下（税務経理協会，平成11年）参照。
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る。その中でも，違憲審査制は憲法の実効性確保の上で最も有効な装置とされる。たと
えば，国民がある租税法規定が租税公平主義に反して違憲でその規定に従うことができ
ないと判断した場合には，裁判所に違憲訴訟を提起するという手段を選択することがで
きるはずである9）。この装置が有効に機能している限り憲法規定の実効性は確保される。
　とりわけ，租税法律主義は，租税法における憲法秩序の維持の要として位置づけら
れる憲法原理といえる。この点について，戸松秀典教授は，「注視すべきは，憲法84条
のもとで展開している租税立法の様相である。すなわち・租税立法は，他の法律と比
べ著しく詳細で具体的となっていることである。租税立法は，租税の種類や課税の根
拠といった基本的事項にとどまらないで，納税義務者，課税物件，課税標準，税率など
の課税の実体的要件を定めるとともに，不可，納付，徴税の手続についても詳しく定
めている。今日，租税立法については，憲法84条のもとに，その趣旨を体現した憲法
秩序が形成されているといってよい。」10）として，憲法84条により租税立法が憲法秩序
の維持・形成の要と位置づけられることを確認されている11）。
9 ） サラリーマン税金訴訟として注目を集めた大島訴訟では，給与所得者は,事業所得者などの他の所得者と
比較して所得税法上，差別的な取扱いを受けており，差別的取扱いに合理的な理由が存在しないのである
から憲法14条１項の「法の下の平等」に反するものであると主張して，具体的には次の３点を争点として主
張を展開した。すなわち，所得税法の給与所得者課税が租税公平主義に違反していると主張して以下の３
点を争点として提起したものである。
　１．事業所得等の金額の計算について，事業所得者等がその年中の収入金額を得るために実際に要した金
額による必要経費の実額控除を認めているにもかかわらず，給与所得の金額の計算については，給与所
得者がその年中の収入金額を得るために実際に要した金額による必要経費の実額控除を認めず，金額を
著しく下回る額の給与所得控除を認めるにとどまるものである。このように給与所得者は必要経費を実
額控除できず，事業所得者は実額控除できることを定める所得税法の規定は不合理な差別であるとして，
憲法14条１項の「平等」規定に違反し違憲か。
　２．給与所得者と申告納税を採る事業所得者等との間に見られる所得の補足率の格差は納税制度の不合理
な差別に基因するか。クロヨン（９・６・４）問題は，給与所得者の大半に源泉徴収制度が適用され，事業
所得者には確定申告させるといった差別的取り扱いを定めた所得税法にその原因があるか。
　３．給与所得者には認められていない合理的な根拠が見当たらない租税特別措置は給与所得者を著しく不
利に扱うものである。
　　以上の３点を争点として争われた同訴訟で，原告納税者は所得税法の給与所得者課税規定が租税公平主
義に違反するとの主張を展開した。最高裁は立法裁量論を採用し，原告の主張を斥けたが，その後の特定
支出控除制度など法改正に影響を及ぼした（最大判昭和60年３月27日民集39巻２号247頁以下参照）。大島
訴訟の詳細は，増田英敏『リーガルマインド租税法【第３版】』181頁以下（成文堂，2011年）を参照。
10） 前掲「戸松意見書」48頁。
11） 租税法律主義の租税法における位置づけについての詳細は，山田二郎「租税法における法の支配」『租税
訴訟』１号３頁以下（2007年）参照。
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　この点をさらに「租税法律主義は，課税権を有する国に向けられた要請であり，そ
の条文の位置からみても，それ自体，人権保障規定ではない。しかし，租税法律主義
に反した国の行為は，直ちに課税される国民に対しての人権保障違反となる。まず，
租税法律主義の原則は，憲法14条の平等原則との緊密な関係をもつ。前述した立法の
実態に照らすと，法律に根拠を置かない課税は，今日ではありえないが，不合理な租
税立法は，不平等，不公正な課税を生じ，憲法14条の平等原則に反して，違憲・無効と
なる。また，憲法31条の適正手続の原則や，憲法39条の遡及処罰の禁止との関係も看
過できない。以上で確認したところから，租税法律主義の原則は，厳格な適用を求め
られる原則であることが明らかとなった。」12）とされている。
　この租税法律主義とは，「法律の根拠に基づくことなにしには，国家は租税を賦課・
徴収することはできず，国民は租税の納付を要求されることはない。」13）ことを宣言し
た，租税法の基本原則である。この原則は，「代表なければ課税なし」（No taxation 
without representation）という，近代民主主義国家建設の基本思想に，その起源を求め
ることができる。租税はそれを賦課される国民の同意に基づいて課されるべきことを
要請するものである。
　この租税法律主義は，民主主義国家の憲法原理としても広く受け入れられている。
我が国の憲法30条も「国民は，法律の定めるところにより，納税の義務を負ふ。」と定
め，さらに同84条は「あらたに租税を課し，又は現行の租税を変更するには，法律又は
法律の定める条件によることを必要とする。」と定めて，租税法律主義を憲法原理とし
て明確にしている。
　前者の30条は，国民に対して，納税の義務は法律の定めるところにより生じ，法律
のないところに納税義務はないことを宣言している。一方，後者の84条は，「租税の創
設・改廃はもとより，納税義務者，課税標準，徴税の手続はすべて法律に基づいて定
められなければならないと同時に，法律に基づいて定めるところにまかせられてい
る。」14）ことを国家に対して特に命じている。二つの憲法規定は，国民と国家のそれぞ
れに対して租税法律主義の原則の尊重を命じたものと理解することができる。とりわ
け84条は，課税要件規定のみならず，租税の賦課・徴収手続規定までも法律により詳
細に定めるべきことを要請していることには注意を要する。
12） 同「戸松意見書」49頁。
13） 金子宏『租税法【第17版】』70頁（弘文堂，2012年）。
14） 最大判昭30年３月23日民集９巻３号336頁。
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　この租税法律主義の原則を法的根拠として憲法が二つの条文をも用意していること
の趣旨は，租税の本質が権力性にあるところから，租税が国民の財産の一部を直接的
な反対給付なし徴税権力を背景に国家が収受されるものであり，国民の自由と財産を
租税が侵害する危険を常にはらむという歴史的教訓に求めることができよう。租税は
時の権力者により恣意的に課されるものであることは歴史的事実である。その恣意的
課税の危険を阻止するために，租税の賦課・徴収の条件として，国民の同意が必要で
あるという仕組みを国家の最高法規に定め，そして，国家運営の基本原理としての憲
法原理として尊重すべきであることを条文に明確に定めたものである，ということが
できよう。
　したがって，憲法30条の規定は，国民に法律のないところに納税の義務はないこと
を明らかにしたものであり，国民は法律のある場合に限り納税の義務が生じるという
点を強調して理解しておくべきである15）。……（以下略）」
　以上が『租税憲法学の展開』のエッセンスである。次に，専門誌『税務弘報』に掲載
された本書の書評を紹介しておきたい。以下の書評は久しく学界をリードされてきた
木村弘之亮元慶應義塾大学教授によるものである。
書評から
（書評）『租税憲法学の展開』増田英敏［編著］
　　　 （成文堂／2018年刊／Ａ5判／966頁／12,960円（税込））
　「本書は，すでに，公益財団法人・租税資料館の出版助成の栄誉に浴し（はしがき ⅱ），評
価は固まっている。
　15本の寄稿のうち，増田英敏教授，谷口智紀准教授および山本直毅氏（博士後期課程在籍）
の力作がそれぞれ一読に値することは，もちろんである。他の12本もまたすべて門下生の税
理士の皆さんによる寄稿である。多くの寄稿が租税資料館賞奨励賞の受賞作品であり，受賞
論文等に加筆・補正をしたものである。第８章　赤木葉子「所得税法における医療費控除の
位置づけ」及び第10章　井上雅登「法人税法における無償取引課税の検討」がその例である。
第８章は，生存権を保障する憲法規定を評価規準として現行所得税法をまず評価される。立
法裁量の幅はその評価規準に照らし広くはない。まして，通達がその限度ある立法裁量の幅
をさらに拡張すべきでない。第10章は，本来，法人税法22条は法人所得の計算上の基本原則
15） 増田・前掲注２）24頁以下。
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を規定しており，租税回避行為の否認規定をその立法趣旨に含まれないことから出発して，
通説・通達を遠慮なく批判的に考察されているのではなかろうか。
　拙稿「税理士は租税法律家へ」税務弘報50巻１号（2002年）６－９頁において,税理士の皆さ
んに「檄」を飛ばしたことがあった。増田教授が税理士志望の院生に熱意を以て研究指導に
当たられ，その修士号を有する税理士の皆さんがそれぞれ租税法律家としても活躍されてい
る。とりわけ，一つの大学院において同じ教授の下で税法学を学んだ税理士が，実務におけ
る問題意識から研究を深化させ論文をまとめあげ，それを一つの学術書として上梓された例
はこれまでになく，注目されよう。本書は税理士の租税法律家としての法的知的能力を顕著
に示している。願わくは，外国文献をも研究し，視野を広げて論文を作成されれば，国際的
に活躍できる税理士が排出されるであろう。
　税理士は，不動産鑑定士にも相談していただきたい。相続財産などの評価をめぐり，時価
について個別通達の適用を求める相続人が，依頼税理士によって頑と阻まれた事例がある。
税理士は，各地の公益財団法人・不動産鑑定士協会において個別具体事例を調査してくれる
不動産鑑定士に鑑定を依頼し，そして，当初申告にその調査結果を活用していただきたい。
税理士は，弁護士のみならず不動産鑑定士とも交流を深め，議論できるようにさらなる知見
を高めていただきたい。けだし，評価通達は，法律に当たらない。
　最後に，正義なき法実証主義は，近年の歴史を振り返っても，個人の尊厳と自由を保障す
べき法律学にゆがみをもたらす。租税法学においても正義の法理念は不可欠である。「租税
正義」は，租税法の領域における「正義」を指している。また，日本国憲法は，公平よりむし
ろ「平等」原則を定立していることに鑑み，次のように憲法通説にも変化がみられる。芦部
信善・高橋和之（補訂）『憲法』（第６版　岩波書店　2015年）ⅷ（「判例分析の仕方に関する
新たな問題意識が醸成された。そこから生じたのが，日本の判例を芦部説的な審査基準論の
枠組みではなく，ドイツ的な比例原則の枠組みで読み解こうという試みである。」）（高橋）。
これと類似して，租税法学にも程なく変化がみられるに違いない。けだし，正義の不可欠な
内容が平等だからである。「正義」が不可知論的価値相対主義の許において観念されるとす
れば，執筆者の皆さんをはじめ何人も，各自それぞれその正義を競って実現するよう努め励
んでいただきたい。懐疑論に陥った正義は，無力であるばかりでなく人々に害悪をもたらす。
　増田教授は監督官庁OBの教授でない。通達の束縛を受けることなく租税憲法を標榜され
る，優れた研究指導者である。増田英敏教授の還暦を祝賀するにふさわしい本書を広く強く
推薦する次第です。」
　上記の書評は，本書の内容と意義をきわめて的確に評価されたものとして感謝に堪
えないが，執筆者一同は，この書評により激励され，今後のさらなる研鑽を誓う契機
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を与えていただいた。
　なお，本書の執筆者はそれぞれの立場で大いに活躍されている。
　まず，谷口智紀君は，知的財産権課税の第１人者として高い評価を得ているが，二
冊目の研究書公刊を目前に控えている。山本直毅君はすでに本書寄稿論文をさらに発
展させて博士論文をものにした。成田武司君は国際課税の専門の税理士として海外で
活躍されている。増田明美君には，法学部の非常勤講師として租税法の授業を担当し
ていただいている。茂垣志乙里君は，すでに税理士の実務書で健筆をふるわれている。
また，それぞれが若くして税理士事務所の所長として活躍されており，頼もしい限り
である。
　本書は彼らの執筆者の飛躍の発条になったように思う。本書公刊までに，２年の歳
月を費やしたが，執筆過程でそれぞれが力を蓄えることができたことを編著者として
とりわけうれしく思う。また，修士課程在学中に当時院生だった執筆者らを懇切に指
導してくださった本学大学院担当の教員各位にあらためて感謝申し上げたい。
　最後になったが，自著紹介の機会を与えていただいた法学研究所・前川亨所長，そ
して，渡邊一弘事務局長はじめ運営委員の方々に謝意を表したい。
